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世帯の平均年間就労収入は 100～200 万円が最多の 35.8％、養育費を受けたことがない割合が
56.0％、と母子世帯の経済状況が非常に深刻であることを述べている。また、法制度については
戦前の貧困母子世帯の保護に始まり、戦後の死別母子世帯、その後の生別母子世帯、現在の父子
世帯を含めたひとり親世帯、と対象が拡大されながら福祉の充実が図られてきた経緯を示してい
る。住居については戦後、母子寮が母子世帯の住居の役割を担い、公営住宅では優先入居、家賃
減免、母子世帯向住宅の建設など母子世帯に特別な配慮がされてきたが、現在は、住生活基本法、
住宅セーフティネット法により、ひとり親世帯を含む子育て世帯や低所得世帯への民間賃貸住宅
入居促進などの支援に転換してきた経緯から、新たな居住の形態が求められていることを示唆し
た。 
第三章では、「自治体の取り組み」として、国によるひとり親世帯の支援策が各自治体でどの
ように展開されているのかを探るため、東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県の自治体のうち調査
協力の得られた 93 自治体の取り組みを分析し、居住を中心に現行の支援策の実態を把握してい
る。支援体制としては、ひとり親世帯の支援を主に担当する部署は住居に関する支援部署との連
携が薄いため住宅課との連携強化が求められる。また、子育てと就労の両立に課題を抱えている。
一方で93自治体の40.3％では自治体の子育て支援制度がひとり親世帯にあまり活用されておら
ず、支援制度の周知及び支援策に改善の余地があることを確認している。住居については、公営
住宅が地区によって戸数が少ないといった課題に加え、子どもの養育や就労の継続のため、現居
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住地区に住み続けたいという傾向にあることが認められた。民間賃貸住宅は家賃の高騰や保証人
の不在により入居が難しいこと、自治体の中にはひとり親世帯対象の民間賃貸住宅家賃助成を実
施していることを確認し、有効な支援策の整理を行なっている。 
第四章では、「母子生活支援施設の母子世帯」として、施設へのアンケート調査、当該母子世
帯のヒアリングにより入所・退所世帯の生活実態及び課題の把握を行なっている。多くの母子世
帯は経済的に自立できるほどにキャリアアップができていない上に、公営住宅に入りにくい、民
間賃貸住宅の家賃が高いことから、公営住宅に入居できるまで入所し続ける傾向があると指摘し
ている。また、生活の自立に加え住居の確保が退所の決め手になっていることが明らかにし、さ
らに、退所時には精神・健康面に課題を抱える母子世帯が多く退所後は地域に馴染めないケース
もあり、連携がとれている教育機関なども含めて、アフターケアの重要性を確認している。そし
て最後に、退所後の母子の住まいや居場所の確保が求められていること、特に、地域コミュニテ
ィの中に必要であると述べている。 
第五章では、「居住支援協議会の仕組みにおけるひとり親世帯への居住支援」として、東京都
豊島区の居住支援協議会をケーススタディとし、区内の空き家調査を実施し、母子家庭と空き家
とのマッチングを試みている。現在、マッチング実績はわずかであるが、居住支援に意欲のある
空き家オーナーの課題も抽出しており、母子生活支援施設にとっても、低廉な空き家が退所世帯
の住居や自立のためのステップハウスとしてのニーズがあることを見出した。さらに、居住支援
協議会の構成員である不動産団体が住居と就労を提供可能な実態も把握でき、地域連携とネット
ワークの中で、施設からの退所世帯や一般のひとり親世帯に住居を提供する仕組みの構築の可能
性を提示している。 
第六章では、第二章から第五章までに得られた知見をまとめ、提言として、ひとり親世帯が自
立に至るまでには、まず、生活の基盤となる住まいの確保が必要であり、次いで、就労など経済
的支援、子育ての支援を段階的にまたは並行して行なうこと及びそれぞれの支援に求められる連
携体制や地域資源を具体的に例示した。 
 
本研究は、ひとり親家庭の取り巻く状況を、戦前の貧困母子世帯の保護から、戦後の死別母子
世帯、その後の生別母子世帯、現在の父子世帯を含めたひとり親世帯と対象世帯の増加と質的変
化を綿密に調べ詳らかにした労作である。特に貧困と隣り合わせにある母子世帯の居住支援とい
う視点から生活課題を明らかにするとともに、自治体の取り組みや地域連携による支援の方策を
提示し、さらに、空き家・空き室の活用に取り組むなど、課題解決にも積極的に取り組んだ点に
ついて、審査委員会から高い評価を得た。 
 以上より、審査委員会は、研究課題としての重要性、研究手法の妥当性、分析・考察の深さ・
的確性、さらに、独創性と具体性について審査した結果、本論文は、全てにおいて高く評価でき、
博士（学術）授与に十分値すると全員一致で判断した。 
 
 
